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は じめ に,何 故 に この課題を とり上 げるのか,ま た,どのよ うな観点か らこの課題に とり組むか,
とい う点について若干説明 してお く。
周知の ように,H本 の農業 ・農村 は,第2次 大戦 後,と りわけ1960年代以降の高度経済成長過
程 において,構 造的変動 と呼ぶ べき過渡期の様相をあ らわ に してきた。それは,産 業構造 の全般的
再編成 との不可分の関係の もとで,農 村地域 の全域をまき込 む形での社会経済的再編成の一翼 をな
す もの として現われて きたのであった。 したが って,日 本農業の構造的変動は,個 々の地域の場 に
おいては,種 々様 々な現象形態 をとるにせ よ,基 本的には国民経済の全般的不均等発展の内部に位
置づ け られ るものと して,把 握 されねばな らないのは当然の ことである。 この よ うな 意味 におい
て,現 代 における農業構造 の変動 を規定 している発展法則は,内 包的には農業生産 力構造(山 田,
1960)を媒介 と して,ま た外延的 には産業部門関係におけ る農業 ・工業部門間 の,あ るいは空間的
構成 におけ る農村 と都 市の間 の対立 と結合 の関係を媒介 として,必 然的 に地域的分化=地 域的不均
等発展 の形態を とって現 われ る ことになる。多少 ともより具体的な次元で,日 本農業の構造変化を
貫ぬ くメカニズムを問題に しよ うとする場合,こ の意味で,ど うしても農業の地域構造を問題 にせ
ざるを得 ない段階 に,よ うや く日本農業,あ るいは 日本の国民経済が到達 したと言 うこともできる
であろ う。 それは,諸 地域 の農民がそれぞれ の地域農政を要求 し,ま た諸地域の住民がそれぞれの
地域 自治を 要求 す る段階 が,よ うや く本格的 に始 まったことを反映す るもので もあろう。逆に言 う
な らば,充 分 にきめ細 かな農業地域構造分析を通 じて,'はじめてよ り豊かな内容を もった農業構造
把握 に接近す るiり能性 が'壬え られ ると見ることもできるのである。
日本農業 の地域構造 に関する研究 には,こ れ ま で す で に多 くの貴重な蓄積がある(参 考文献参
照)。ことに最近 は,こ れ まで"個 別農業地域 の構造"分 析 にやや偏 していた この分野 の研究動向
に対 して,国 民経済的 視野か ら,商 品と労働力の流動過程 の掌握を通 じての,資 本の農業把握の側
面を明 らかにする農業の地域構造分析が進め られ,ま た労賃,生 産費,地 代,金 融等の諸側面か ら
価値循環の地域構造 の究明を 目指す など,極 めて興味 ある新 しい研究分野が開拓 されてい る。 これ
らの画期的な研 究成果か らわれわれ も多 くの教訓を学び取 ることが 出来 る。 このような新 しい動向
は,"経済"地 理学的研究をよ り一層"経 済学"的 に純化 させ ることを 指向 す るもののように思 わ
れ るが,他 面で は,そ れが果 して,現 代・日本 の農業構造変動の当面する基本 的課題 に対 して,ど の
ように結 びつ くのか,と い う点 が もう少 し明 らかにされるのでなければ,こ れまでの泥臭い実態調
査的地理学研究の方がかえって まだましだ とい うようなことになるのではないか という,一 抹 の不
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安がないではない。それ と言 うの も,農 業地域の問題 は,何 はともあれ地域 に住む農民の主体性 に
かかわ る問題だか らで ある。すなわち,現 代 日本 におけるいわゆ る"彪 家"が,自 作農的土地所有
制の もとで,直 接生産者であるとともに小資産所有者 でもあるとい う二重性 格を保持 して おり,ま
た一面では不完全 なが ら商品市場をめ ぐる競争場裡 に独立の小商品生産者 として登場 しなが ら,他
面ではある程度崩壊過程にあるとはいえ,な お伝統的 な村落社会の紐帯 の中に半ば埋没 した存在 で
あり,新 しい時代 に生 きる市民社会的な人間関係の確立 には,な お一定 の道程を必要 とす ると思 わ
れ るか らで ある。 これ はいわゆ る資本の論理の支配に対応 して,小 農の論理がn己 崩壊 に向いつつ
ある中で,ど のよ うな自己否定の上 に積極的展望を見出す ことができるのか とい う課題につながる
問題で もある。 このよ うな意味か らすれば,農 業地域構造の分析 に当 っては,経 済地理学 的方法論
の純化よ りもむ しろ,言 うなればより社会地理学的な視点,方 法 の導入 こそヵ泌 要 とされ るのでは
ないか と考 え られ るので ある。
他方,こ れまでの農業地域研究 の上で,最 も立遅れていた面のひとつ に統計分析 がある。個別の
標本地域調査 を超 え る空間的妥 当性の検証 には,地 域統計の利用が不可欠であるが,わ が国におけ
る恵 まれた統計資料 の利用可能性 の割に しては,そ の地理学的研究 における活用の面は著 るしく立
遅れてい ると言わ ざるを得ないのが現状であ る。 しか し,近 年官庁統計の多 くが印刷刊行 され る統
計書の形 でな く,パ ンチカー ドあるいは磁気テープの形で保管利用 され る形 に移行 するようにな っ
た ことか ら,従 来のよ うな手作業には不便 にな ったかわ りに,計 算機を利用 して これを使えば,こ
れまでは考 え られ なか ったよ うなデータ利用,複 雑多量な統計分析がで きるとい う,新 しい可能性
が生 まれて きた。農業地域研究の面 でも,1970年頃か ら利用可能 となった農 業集落統計の場合 も,
当初 は個別 的利用 にとどまって いたのが,1974年頃か らは じめ て 農業地理学研究 に 活用 されるよ
うにな り,幾 つかの成果 も現われ始 めてい る(岡 本,1974:石井,1976他)。ことに 市町村合併に
よって統計的把握 の困難 となった細かな作物地帯の分析 には,農 業集落統計が貴重な情報 を提供 し
て くれ る上に,大 量計算を…挙 に処理す る統計分析プ ログラムの採用によって,作 物結合型の地域
分析 も充分可能 となった(有 薗,1977;浮田,1977)。しか し,農 業集落 は全国で14力以上 にのば
り,如 何 に大型計算機を利用す るとしても,都 道府県 単位の分析がせい一杯の ところであって,い
きな り全国的規模 の統計的分析 とい うわけにはゆかない。その点,市 町村単位の統計資料 を利用す
れ ば,合 併統合 によ る統計単位 の調整 さえ行なえば,充 分 に全 国的統計処理が可能で ある。
筆者 は,1974年秋以来,固 本次郎,浮 田典良氏等 と共 に,SPSS(社会科学のための統計パ ッケ
ー ジ)の 有す るデー タ処理加工 ,フ ァイル保存,統 計分析 サブプ ログ ラムの諸機能 を利用 し,農 林
省統計情報部か ら農業集落統 計な らびに市町村別基礎統 計のデータを収録す る若干の磁気テープの
提供を受 けて,農 業地域構造分析のための作業を行 なってきた(SPSSについては,N.H.NieetaL,
1975;・三宅一郎他,1976;司馬正次,1977;石井,1978等の文献 を参照)。 コ ンピューターの利用
には,特 異 の言語修得 が必要であ り,ま た統計学 の一定の知識を も必要 とするが,筆 者等の理解 は
未だ極めて不充分なので,上 記のデー タの活用について も思 うに まかせず,・統計分析 の進行は遅 々
として進んでいないのが現実なので あるが,こ の分野の研究 に少 しでも多 くの若手 の後継研究者の
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出現 して くれ ることを念 じつつ,こ こで敢えて中間的な作業結果を報告す ることに した わ け で あ
る。
改めて言 うまでもな く,筆者 はいわゆ る"計 量主 義"に 組す るものではない。農業地理学上の基
本的問題意識が,そ もそもの 出発点であ り,か つ最終的な口標 とな るのであって,計 算機およびソ
フ トウェアは これに対 して,極 めて有 力な研究上 の武器を提供 して くれ るとい う関係で あるにす ぎ
ないので ある。 とりわけ,農 業地理学の場合,度 重な る豊富な農村実態調査の経験を持 ち合せてい
ない と,決 して統計分析の結果を有効に使 いこなす ことはできないであろ う。
さて,以 上 のよ うな問題意識に立 って,口 本農業の地域構造変動の分析 に入 るわけであるが,農
業構造変動 に接近す るため のひ とつの分析指標 として,な ぜ農家兼業化の問題 をと り上 げることに
な ったのか について,そ の考え方 を説明 レて お くことにしよ う。
多 くの先進工業諸国における農業問題 は,主 と して農業,非 農業間における所得格差の問題 と し
て現われてい る。 この所得問題の解決のため に,こ れ まで各国で様 々な努力が払われているが,そ
の克服には困難 な点が多 いことは周知の通 りである。農民の所得 を向上 し安定 させ るための農産物
価格維持政策は,納 税者 の負担 を増加 させ,消 費者 にとっての食料価格の相対的高騰 を招 くことに
なる し,ま た技 術改良のための助成策は,し ば しば農産物の過剰生産を招 き,そ の結果,生 産制限
によ って農民に所得減少を強制す ることにな りか ね な い。1970年以降の 日本の米の生産調整政策
はその一例である。 この問題の根本的解決のためには,ど うしても農業構造 その ものの改造 を図 る
ことに手を着け る以外に方法はないとい うことが次第に明 らかになって きた。EC諸 国におけ るい
わゆ る構造改善政策 がその代表例で あろ う。
このよ うに工業化諸国の農業問題 には,多 くの共通点 が見出 され るとして も,農 業問題の内容 に
立入 ると,国 によって著 るしい特 殊性が内在す るのは当然のことであ る。 なぜ な ら,元 来各国の農
業構造 はそれ ぞれ多分 に異質な性格を具えてい るか らである。
い うまで もな く,農 業構 造は,そ れぞれの国土 の自然 的条件 の特殊性のみな らず,一 国における
近代化の長い特殊な歴 史的過程の所産 である。それは,例 えば,土 地の保有,小 作制度 の伝統 とそ
の変革,国 民食生活習慣や輸出入構成 と結びついた農業生産構造,営 農類型の多様性等 によ って基
礎的に特色づけ られている。 また,そ れと同時に,農 業構造は,単 に農業部門内部 にとどまらず,
他面では,社 会 の近代化 とともに展開す る都市一農村関係の複合 した構造 と も不可分 に結びついて
いることを見落 してはな らない。 したがって,農 業構造 は国内においても,社 会的分業の進展 に応
じて,顕 著な地域的分化を示 し,特 色 を もった地域的パ ター ンと して現われて くる。
このよ うな都 市一 農村間の複合 した諸関係 を表現す るための,ひ とつの社会地理学的な指標 と し
て,日 本 におけ る農家兼業化の動 向をと り上 げてみ ることに,大 方の異論はないであろ う。1960年
代以降の急速 な経済 成長 とこれにともな う工業化,都 市化の波の もとで,異 常 なまでの農家兼業化
が進行 してい ることは周知の事実である。具体 的な地域調査を してみればす ぐわかることだが,農
家兼業の統計的把握 には種 々の難点があって,兼 業化の実態を どこまで統 計分析 によって追跡で き
るのか とい う点 には,問 題 がないわけではない。 しか し,統 一 した基準によ って全国的分布 と時代
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的推移を追跡 し得 るデー タであるとい う点 に,兼 業化統計の価値 を認 め,こ れを基準指 標として徹
底的 に使 い こな した分析を試み ることを通 じて,日 本の農業構造変化の地域的分化の動向 とその特
質 を大局的に明 らかに してみ ようというのが,本 稿 の当面の 目標で ある。
2.日本農業の地域的専門化と構造変化
まず,第2次 大戦 後におけ る農業の地域 的分化 とその発展ない し分解 の動向につ いて,大 まかに
展望 してみ ることか ら始めよ う。
1975年の 日本には495万戸の農家があって,国 土面積の約15%を 占める約550万haの農耕地を
約790万人の農業就業人口が耕作 している。 農地の59%は 水 田として利用 され て お り,そ こで生
産 され る水稲は最 も重要な国民食糧 となってい ることは周知 のごと くである。稲作農業は日本では
すでに2000年以上 の歴史をもち,あ らゆ る時代を通 じて,日 本農業における最 も基本的な作物 で
ありつづけてきた。今 日で も稲作 は大抵 の農民に とって 自給用の食糧 べ一スであ り,ま た,重 要な
販売用商品作物で もある。 したがって 日本 中のいた るところ,水 源の得 られ るところでは必ず と言
って もよい くらい,地 形的条件の許す限 り,早 い時代 か ら水田化がな され,1960年代末に到 るま
で拡張が続 け られて きたのであ る。 農民 の70%以 上が多少 とも稲を栽培 してお り,小 麦や煙草や
野菜や果実や牛乳等 々の生産は,多 くの場合,稲 作プ ラスアル ファという組合せの形 で経営 されて
きた。
米は封建制下で農民の納め る主 たる年具 であった し,明 治維新後確立 され第二次大戦の終 まで続
いた地 主 ・小作制下 でも代表的小作料形態 として現物で納め られ た。 従って近代 日本農村を長い間
支配 した地主階級 にとって米は最 も重要な作物 であり,農 業政策 の上で も米作農業を中心 に置 く施
策 に重点が置かれて きた。農村 では稲作 のために不可欠 な水利組織 を基盤 とす る村落 共同体的社会
結合 が強固 に維持 され,そ れが鉱工業部門 における資本主義的発展 に対す る低賃金労働力の給源 と
な り,ま た 日本軍国主義に従順 な兵士を供給す る源泉ともな った。 収穫物の半分を小作料 として と
られ る小農 は,零 細経営の枠内でよ り一 層集約的な労働を投下 して米の収量増大 に努あ,養 蚕その
他の換 金作物 が追 加的に生計費補充 のために作 られ,窮 迫販売的に商品化 された。経済的上昇の機
会 を掴んだ上 層農民 も,家 族労働力による手作業の許す規模以上の経営拡大 には向わず,余 剰の農
地 は貸 出 して半地主化するのが普通 であった。
このよ うな強固な寄生地主制下 における戦前の 日本農村 では,最 重要な地代源泉 である稲 作 と,
最重要輸 出品であ った絹の原料生産をにな う養蚕 のみが,碕 型的 な発展を遂げ,そ れ以外の商業的
農作物生産 の発展はお しとどめ られ ざるをえなか った。農民 白身 によ る自由な商業的農業が本格的
に展 開 し得 るよ うにな ったの は,第2次 大戦 後,占 領軍の指令によって画期的な農地改革が実施 さ
れて地主制が倒れ た後,つ ま り1950年以降の ことであ った。 したが って,近 代 的経済 ・社会発展
の一環 と しての 日本農業の地域分化が顕在化 して くるのは,農 地改革後 しば らく経過 してか ら、お
よそ1960年代 に入 ってか らと見て よいで あろう。
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農地改革 によって小作料の過重負担か ら解放 され,新 しく"自 作農"と なった小農経営は,大 都
市への人口集中によって膨脹 した農産物 市場 を目指 して,様 々な商品作物の発展を開始 した。戦災
か ら復興 した工業によって供給 され る肥料,農 薬,農 業機械等 の新技術の導入が生産 力の発展を支
えたことはい うまでもない。 水稲生産高は1955年に1200万tをこえ,1967-68年には1400万tを超
えるピークを記録 した。 この発展は冷害や病虫害に対 する近代技術 の進歩や土地改良 によるところ
が大 き く,こ れに支え られて,米 作 は,と くに東北 日本 において,著 るしい発展 と安定を見 た。 一
方人口の増加に もかかわ らず,米 消費量の相対的低 ドのため,国 内供給が需要総量 を上廻 る過剰 生
産の状態 とな り,生 産制限施策を招来す ることとな った。国民 の食生活習慣の洋風化の動 向に照 応
して,牛 乳,鶏 卵,豚 肉,牛 肉などの畜産,種 々な野菜類,果 実類 の生産増人 はめ ざま しく,こ れ
らは1950-70年代 のH本 農業作 目におけ る"成 長部門"と 呼ばれ るようになった。 これに対 して,
戦前以来の半 自給的作 目であった,小 麦,大 豆,薯 類などの"伝 統的"農 作物は,輸 入農産物の流
入に押 されて衰退 した(表i)。 伝統的作 目の うちでも,養 蚕,茶,煙 草等の工業原料作物 は戦 前
までは全国各地 に分散 していたが,特 定地域 に残存集 中 し,特 産地の地位を維持 している。他方,
成長部 門の諸作 目は,戦 前 か らの特産地か ら技 術を積極的に導入す る新産地 が拡大 され,主 産地形
成が進んだ。
1970年にいたって農業粗生産額 の構成比か ら見 た 日本農業の地域的専門化は,よ うや くある程度
明瞭 な姿を現わ してきた(折 込付図 皿参照)。す なわ ち,1)東 北 日本の ヒi本海沿岸地域か ら北海道
中央部 にいたる米の主産地が一大 ブ ロックを形成 してい ること,2)伝 統的作物 部門では,北 海道
東部 の大豆,馬 鈴薯,関 東 内陸の養蚕,静 岡の茶,南 西諸 島の甘庶等の ように,旧 来の特産地が な
お維持 されてい ること,3)野 菜 は東京,名 古屋,大 阪 の大消費地 の周辺部および四国南部のよ う
な特定地域 に集中 して いること,畜 産および果樹 は1日来産地お よび新興産地が併 存 し,全 国各地 に
分散的に拠点的な配置 が見 られること,な どを指摘 しえ る。 しか し以上のいずれの専門化地域 にも
属 さない地域 もかな り広 く残 されて お り,西 日本一帯,と りわけ瀬戸内海沿岸地域 に多 く分 布 す
る。 これ らの地域では米作+α とい う複 合的営農型が卓越 してい る。む しろこのタイプが近年 にい
たるまでの 日本で最 も普遍的な形で あったのが,漸 く最近やや専 門化の度を高め るに到 ったと見 る
べ きであろう。
このよ うな専 門化 した主産地の形成は,た とえ気候,土 壌,水 利等の 自然条件の与える可能性 を
表1農 業粗f.1産額構成比の変化(全 国)1952-1975
主 要 作 目 部 門|1952・1955!1
米48.653.6





















それ ぞれ巧 みに利用 してい る点が多 いと して も,必 らず しも自然 的適地 とい う条件 のみによ って説
明 され うるものではない。農民集団 自体による改良品種,新 栽培技術の積極的導入や,政 府援 助に
よる土地 改良,新 機械への投資,農 協や その連合体を単位 とす る市場への計画的 出荷体制の確立 な
どの ような,各 地域農民集団の もつ社会経済的能力如何が,市 場競争に勝抜いて主産地の地位 を確
保 するための決定的条件 となっていることを見落 して はな らない。
1950年以降の商業的農業 の発展の時期は,同 時 にH本 の産業構造全般 の著 る しい変動の時 期に亜
なっていた。 とりわけ1960年代 には南関東か ら東海,近 畿,瀬 戸内海沿岸を経 て北九州に到 る,い
わゆる"太 平洋沿岸 ベル ト"を主要な成長軸 として,鉄 鋼 、機械,電 子,石 油化学丁業等の大企業
の 巨大な集積,商 業,金 融,サ ービス産業人口の大都 市への集中が進行 し,国 民経済 の急速 な成長
が実現 した。 このよ うな工業化,都 市化の波は,明 治以来の100年間の 日本社会の近代化の速度 と
は比較 にな らぬほどのはげ しいものであり,日 本経済,日 本社会の全体構造 に対 してその枠組を変
形 するほどのイ ンパ ク トを与えずにはおかなかった。
戦前 までの 日本経済の空間構造 は,輸 出向けの軽工業(生糸,綿 布等)と軍需工業を中心 とす る近
代工業が京浜,中 京,阪 神,北 九州の4大 工業地帯 に集中偏在 し,都 市一農村関係 も,農 村 の側に
おける投資源泉 としての地主階級の富 と,チ ープ ・レーバーの源泉かつ不況期の失業者の貯 溜池 と
しての零細 小作農層 を,都 市の側における大企業集団(財 閥)と 軍部が一方的 に利用するとい う枠
組 をもち,そ の システ ム の も と で 農村 の内部では地主制下 の農業構造 が強固に再生維持 されて き
た。農地改革 とこれ にひきつづ く高度経済成長のイ ンパ ク トは,こ のよ うな伝統的 な枠組 に根本的
な変革 を与えた。地主制 の圧力 と村落共 同体の社会的緊縛か ら解放 された小農民 は,農 工間 の所得
格差の もとで,農 業部門か ら大都市の労働市場への流出を開始 した。高度経済成長の軌道 を敷いた
政府の"所 得倍増計画"(1960)につづ く"農 業基本法"(1961)は,このような情勢を防 ぐとい う
よ りもむ しろ促進す る効果を もった。農業就業人 口は,1960年の13.1百万か ら1965年10.8,1970年
9.2,1975年6。7百万へ とほとん ど半減 した。 ところが農家戸数 の方は,同 じ年次 に6.0-5.6-5.4
-4.9百万戸 と若干減少は したものの,そ れほどの減少を示 さなかった。 その代 りに現 われたのが
著 るしい農家の兼業化で あった。つま り第2次 大戦後のfi本の工業化,都 市化が農 業構造 に及ぼ し
たイ ンパ ク トは,農 業労働力の ドラスチ ックな農外への流 出にもかかわ らず,農 家戸 数その ものは
それほど減少せず,兼 業農家の増大 とい う形をとって現 われてい ると要約することができるであろ
う。 したが って,上 述のよ うな 日本農業の地域的専門化の動向は,農 業構造の このよ うな地 すべ り
的変動を背景 として現われて きた ものであ ることを理解 してお く必要がある。 すなわち,地 主制 の
緊縛の下 か ら解放 された戦後の 日本農業 が,工 業化 ・都市化 の もた らす激 しい影響下で,今 後 さ ら
に どの ような地域的専門化を安定的 に実現 する展望を もちうるのか とい う点 について は,新 しい都
市一農村 関係を表現す る農業構造変動,と りわけ農業の全般的兼業化の地域的展開の動向にっいて
の,よ り具体的な検討を加 える中で検討 してみ る必要がある と言え るであろう。 そこで,以 下,兼




日本の農村 において農業のほかに副業ない し兼業をもつ農家は古 くか らあ った。 それは例えば,
製炭 や造林 などの山仕 事,沿 岸漁 業,海 ～1'1:採集,海 女 などの漁業,駄 馬によ る賃稼 ぎ,大 工,屋 根
葺 き等職人,豆 腐,寒 天などの食品加工業,賃 機,漆 器などの家内丁業が これであり,1…と して零
細貧農の家計補充の機能 を果 していた。上 層農家は これ らの小営業 の自営 や取 引の仲買,学 校の教
員等を兼ね るものも少 な くなか った。 しか し戦前 までの農村では,こ れ らの ものを介せて も総農家
数の30%前後を占め る程 度にす ぎなかった。(表2)は 戦前か らの兼 業農家の割合を小す ものだが,
戦中,戦 後の一時的変動 は別 として,兼 業農家率が60%を超えて急激 な増加を示 すのは1955年以降
の ことであることがわかる。1|本の農業セ ンサスでは,1941年以降兼業農家の定 義が明確 に規定 さ
れ,か つ兼業農家の うち農業を主 とす るものを第1種,農 外兼業を主 とす るものを第2種 とす る内
訳区分 による調査 が始め られた。表2か ら明 らかなように,1955年,1960年に34%をiifめていた専
業農家 は1975年には12%に滅少 し,1955年にそれぞれ37%と27%であった第1種,第2種 兼 業農家
は,1975年には25%と62%と逆転す る。 この間,専 業農家は…・貫 して減少,第1種 業農家は据鳳を
くりかえ しつつ減少 に向い,第2種 兼 業農家は一貫 して増 加を示す。 これが,農 家構成の中におけ
ろ専業→第1種 兼業→第2種 兼 業とい う方向への疋心移動 を意味 していることは明 らかで,生 計の
重点を農業か ら農外部門へ とシフ トさせ る農家が増大 している ことがわかる。第2柾 兼業か らも う
表2'














































































































































































































































































































































































一歩先へ進めば,非 農家 になって しまうわけで,こ れ は脱 農化の一歩手前にあることを意味する。
このよ うに脱農化の一一・歩前まで来ていなが ら,脱 農化 まで踏 みきらない第2種 兼業農家が増人 して
い るところに,今 日の 日本の農業構造の特徴 と問題性があ ると言えよう。
兼業 の内容 にっいても,戦 前の段階 とは大 きな変化が見 られ る。(表3)に 見 られ るよ うに,雇
用兼業,と くに恒 常的賃労働 とU雇 人夫が実数 ・比率 ともに増大 し,自 営兼業 と くに林業,漁 業は
急速 に減少 して い る。 これ ら各職種について農外兼業収入依存度の高い第2種 兼業 の割合をみる
と,職 員や恒常的賃労働は2/3以ヒに高 まって きてお り,ま た漁業兼業および商店,土 建業などの
小営業や家 内工業,内 職などを含むその他 白営業 も,数 は減少 しているが,残 存す るものの4/5は
第2種 兼業化 している。 これに対 して出稼やLltl人夫のよ うな不安定兼業で は,な お第2種 兼業率
は相対的に低 く,農 業主体の家計補充的な性格の強い ことを示 している。 自営林業 についても同様
である。 これを地域的 に見れば,農 外産業諸部門で安定 した雇用機会 ない し小営業機会の多 い都市
近郊地域では,そ れだけ第2種 兼業化の割合が高 くな り,逆 に大 きな労働 市場か ら遠 く隔った農村
地域で は,土 建現場のよ うな不安定 な雇 用機会を選ぶか,あ るいは大都市への出稼 ぎに従事せ ざる
をえない。戦前の 出稼 ぎは季節の異る他域 の農 ・漁業や冬季の酒造,寒 天製造 などの加工業等への
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セ ミプ ロ的な出稼 ぎが主体をな し,熟 練労働者の性格 が強か ったが,・現代の出稼 ぎ は 周知 の よ う
に,大 都市の地下鉄建設や大工場の臨時工などのような単純肉体労働主体 の仕事が中心で,高 賃金
だが人 のいやがる職場への就労 が多 くなってお り,そ の点,出 稼 ぎの社 会的性格が戦前 とは異な っ
て きていることに注意 しなければな らない。 いずれに しろ,こ のよ うな不安定な兼業か らえ られ る
収入は相対 的に不安定で,不 況時 には真先に締 出され る可能性 が強 いので,第2種 兼業率はそれほ
ど高 まらない ものと考え られる。 また大都市か ら一層遠 く離れた山村や離 島な どでは,も ともと農
地 が少な く悪条件を もつ上 に,従 来か ら副業的 に行 なわれていた炭焼 きや沿岸漁業などの衰退 にと
もな って,農 家 数その ものの減少が著 るしいばか りでな く,残 留す る農家で も若い労働力の流出 も
あって,何 らかの兼業 に従事せ ざるをえないという状況が継続 して おり,終 始最 も強い兼業依存地
域 となってい るのであ る。
このように本 来な らば,農 工間の所得格差に応 じて,農 業か ら第2,次,第3次 産業へ と労働力が
移動 し,職 業転換が スムースに進行す るな らば,問 題があ まり深 刻化 しないですむ はずであるに も
かかわ らず,事 実は必 ず しもそのよ うに進行 していないのである。 そして農家戸数の減少 は停滞的
様相を続け る一方で,兼 業農家,す なわち農業 と農外の様 々な産 業の両部門に両足を置 きなが ら,
両者の所得を合計 してよ うや く生計が成立つ とい う,過 渡的な生 活形態の選択 を余儀 な くされ る世
帯の割合が異常 に増大 しているので ある。 もちろん,こ のよ うな兼業化の動 向は,工 業化,都 市化
の全般的影響 の波及の しかたにより,ま た各地域固有の社会経済構造の あ り方如何 によ って,大 き
な地域性を もつ もので あることは言 うまで もな い。 したが って,兼 業化の進展の動向如何 は,各 地
域 において変動 しつつあ る都市=農 村関係の複合的な環の中で,そ れぞれの農民集団が これを どの
ように受け とめ,こ れに対 して どの ような対応行動様式を選択 しつつあるか,あ るいはその選択を
余儀な くされているか とい うことを示す,有 力な社会地理学的指標のひ とつであると言 って もよい
であろ う。 もちろん兼業化指標 には,様 々の概念上の難点やあいまい さが含 まれてお り,小 地域 に
おけ る詳細な観察 には必 らず しも適 当でないが,全 国各地域,各 時点の状況を同一'基準のデー タで
大量観察に よって分析検討 し,地 図的表現 をも可能 に させ るとい う点で,と りわけ地理学的研究に
とっての有効性を もつ点 に注 目す る必要 があろ う。
4.日 本 における兼業化進行 パター ンの地域性
方法 と資料 利用 し得る統計デー タに基づいて,日 本経 済の高度成長段階 におけ る農家の兼業化
の動 向の地域性 を,最 も包括的 に表現 し得 る指 標を決定す るに当 って,次 の3点 に考慮を払 うこと
に した。 すなわ ち,こ の指標は
1)そ の意味す るところ最 も単純 かつ 明解であること,
2)各 地域 におけ る兼業化進行 の レベ ルと程度を よ く表現 し得 る ものであること,お よび
3)あ る時点の断面ばか りでな く,こ の動向の進行過程 の動態 をも表現 しうるもの
でなければな らないとい う3点 である。
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以上の ことを考慮 して,ま ず,一一"定年次におけ る兼業化の進行度を3段 階に区分す るため,専 業
農家,第1種 お よび第2種 兼業農家数の三者 の構成比 率による三角 グラフを使 って,A,B,Cの3
兼業化 タイプに区分をす ることに した。 ここで,Aは 専業農家率の相対的 に高いタイプ,Bは 第1
種兼業農家率の相対 的に高 いタイプおよび中間的 タイプを併せ たもの,Cは 第2種 兼業農家率の絶
対 的に高い タイプを意味す る。当初はも う少 し詳 しく段階区分 を試みたが,最 終的 には,単 純化の
ため3段 階区分 に改めた。 この場合,区 分の境界値は,1960年と1975年における全国平均値を考慮
して,専 業農家率 と第1種 兼業甦家率 については35%,第2種 兼業農家率 については65%を採用 し
た。 そしてこのA.B.Cの3兼 業化 タイプ区分を,1960,1965,1970,1975の各年次について算定
した上で,各 単位地域が とる兼業化 タイプ指 標の4力 年にわた る進行を示すパター ンの区分を行 な
った。その兼業化進行パ ター ンは,論 理的 にはAAAAか らCCCCにいたるあらゆる組合せ,つ ま
り81個の・・eター ンがあ り得 るはず だが,実 際にはそれほど多 くはならない。
この分析 に利用 された資料 は,1960,1965,1970,1975の各 年次の農業 セ ンサスの市町村別統計
データを収録す る磁気 テープで ある。1975年におけ るH本 の最 小行政単位 である市町村数 は,沖 縄
県を除いて3208であるので,こ れを分析の基 本地域単位 とす る。1960年か ら1975年までの間 に多 く
の市町村合併が行 なわれた ので,1960,1965,1970のデータは1975年の市町村の地域単位 に合せて










































1975年市町村 ㌧換算よ 「したもの によ
り算川 ・兼美化タイプ区分については,


















































































































































































































































































































































































































































































































































































(注)三 角 グラフの作成 は,SPSS・
V6・KYOTO・VERSIONのサブプ
ログラムt`TRIANGRAM"により,









































































































































そこで,ま ず,全 国t'lf町村の兼業別農家構成比 を三角 グラフ上にプ ロッ トし.Zみる と・1960-
75年の間に大 きな重心移動が起 ってい ることがわかる(図1)。 そ こ で 兼業化 タイプを5段 階 に区
分 して,1960-75年の間 の動 きを見 ると(表4)の 通 りで ある。 この場合,タ イプBは,一 兼率 の
高いb型 と中間的なm型 に,タ イプCは 二兼率の高いc型 と極端に高いd型 に細分 してある。専 業
型(A型)は,1960の42%から,1965の15%,1970の8%に急減 したのち,1975の6%へと漸減 に
移 って いるのに対 して,二 兼型(c,d)は7%か ら48%へと5年 ごとに2倍 とい うピッチで増大
し,そ の地位 を逆転するが,-t兼型(b)は1960の33%から1965の51%と急増 したのち,1970には
43%,1975には22%と再 び急減 す るとい うよ うに,特 異な変動 を示 していることがわか る。中間型
(m)はゆるや かな増加傾 向を示すが,大 きな変動はない。
以上の検討 によって,兼 業型 の5段 階区分を,(A),(B=b+m),(C・・c+d)のよ うに3段 階区分
に簡略化 して も,兼 業化動 向を把握す る上 でそれ ほど差支えがないことが確かめ られ たので,以 下
のパ ター ン分析 においては,A・B・CO)3段 階 区分を採用す ることに した。
そ こで次に全国3208市町村の示す1960-65-70-75の兼業進行パ ター ンのあ らゆ る組合せを集
計 してみると,総 数で34種類のパ ター ンが検 出されたが,ケ ース数の少 ない偶然的な ものを除いて
100ケー ス以上 のパ ター ンをとり出 してみると,(表5)の9種 とな る。 その他 のパ ター ンの中には
AAAB(64ケー ス,総 数の2%)の よ うにやや多 いもの もあるが,他 はすべて20ケー ス未満 で,大
多数は1～2ケ ース しかない例外的なもの で あ る。工記の9種 のパ ター ンで3008ケー ス(総 数の
93・8%〉をカバーす るので,こ れで全体を代表 させ ることにした。
こ0)表か らも明 らかなよ うに,兼 業化 タイプの年次 による変 化はすべてA->B→Cと い う一方的
方向に向って生 じてお り,逆 転を示す もの は な い。(その他のパ ター ンの中には逆 転を示す も0)が
110ケー スあるが,全 体の3%に す ぎないか ら人勢 には影響 しない ものと見てよいであろう)。全期
を通 じてB→Bと い うあま り変化の少ない動 きが40%以上をi]jy,て多 く,こ とに1965-70の期間に
は これが56%を占め,全 体的 に変化がはげ しくな
表5兼 業化進行パターン別市町『・1数の構成 か った ことを小 している。 これ に対 して・1960一
パタ,...ンの種別.1騨 ∫村数1%i65の 時期 にはA-・Bと いう 変化 が27%以 上のtii
へ し ロト
:1『AAAA'155i4.8i町 村 で生 じて い る の に,B→Cと い う変 化 は7%
i・AABBi232i7・ ・iに す ぎ な・、 また197・-75剛O」 ・はA→ ・ の
口 瀾 … 麗21:;,酬 ・極めて少ない(その他のパター・の中で
ぱ 　 ミ
,VBBBB`436;13・6i2・3%)が,B->Cの 変 化 は21%を{llめ る 。
iVrBBBC;478i14・91こ の ことは196。_75の15欄において も凍 業
・V竃BBCCi401112.51
ivrBCCCi220;6.gl化 進 行 の段 階 的変 化iこタイ ム ラグが あ る こ とを 示
,】XCCCC,'216:6'7:す と と も に,同 じ く 兼 業 化 と 言 っ て も,B(第1
:0そ の 他12006 .2.
….tttl・2・8:1・ ・.i殺 中醐)が 酬 継 格 を代 表 す る のec対 し一頂 戸 議 示
じ一'一'一…'^^=一 … 一 ・て ・c(二 兼型)が 兼業 イヒ膿 に お いて よ り一 層
深刻 化 し,脱 農化への最終的過渡的な段階 のタイ
一13一
プを代表す るものであることを示唆 してい る。
このよ うに,こ の兼業化進行パ ター ンは,極 めて大 まかではあ るが,各 年次 における兼業化の進
行の段階を示す と同時 に,兼 業化段階の変化(=深 化)が どの時期 に発生 したかをも示す ことがで
きるとい う点 で,極 めて有用な指標であ ると言えよ う。
兼業化進行パ ター ンの地域的分布 まず兼業化進行 パター ン指 標が全国.Lの上にどのよ うに分布
しているかを見よ う(付図1参 照)。もちろんその分布は複雑であ り,一 見極めて不 規則な分布の よ
うに見え るであろ う。 そ こで 輌・これを見やす くす るため,慣 用的な区分 によってll本を10個の大地
域に分 け,こ のパ ター ンの頻度分布 を表わ したのが(図2)お よび(表6)で あ る。一 見 して明 ら
かなよ うに,最 も専業的性格の強い1型(AAAA)パ タ・一 ンの市町村 は北海道 と九 州に集中 し・他
は点在的 にす ぎない。 兼業化の遅 い皿型(AABB),皿型(ABBB)の両パクー ンは東北H本 と九州 に・
比較的兼業化の進んだW型(BBCC),遁型(BCCC)両パ ター ンは,圧 倒 的に中央 日本 と くに東海,
近畿 と北陸の一部に集II'して おり,ま た中国四国の間の瀬戸内海沿岸 にその一部 が 延 び て い る。
1960時点ですでに兼業化の進んでいたIX(CCCC)型パ タ 一ー一ンのll∫町村 は必ず しも集中せず,全 国各
地の沿岸,島 峡に分布す る。総 じて兼業化の進行程度は,大 まか に言って近畿 を頂点 とする中央 日
本で高 く,東 北 と空南 日本の両端 に行 くほど低 くなるとい う傾向を示す ことは 明 らかで ある。第1
種兼業 の比較的多い中間的な性格 をもつV(BBBB)型パ ター ンの市町村 は,東 北,中 国,四 国の内
陸山間部に多 く,lli村的停滞 の性 格を表現 している。低位兼業化 の状態か ら後期 に兼業化を高め る




















































































































動 きを示 したIV(ABBC)型パ ター ンは,中国,pq国に多 く,中 位兼業化か ら高位 に進んだVI(BBBC)
型パ ター ンは中国,北 陸,東 海に多い。 これ らはいずれも近畿の外周部に位置す る地域であり,よ
り早 く兼業化の度を進 めた近畿,東 海の中心か ら兼業化の波が外周部へ拡散 して行 った過程を示唆
す る。一方,近 畿 よりも一'層大きな中心 巨大都市東京をひかえ,工 業化,都 市化のはげ しく進行 し
ている関東 では,西 南部の一部を除いて,兼 業化の進 み方は極 めて低 く,同 じ大都 市地域で ありな
が ら,近 畿 と関東は著 るしい対照 を示 している点 に注 目しなければな らない。兼業化進行型の この
ような分布パ ター ンが,一 体 どのような空間的規則性 を表現 しているのか について,い くつかの側
面についての指標 との関連 を観察 してみ ることに しよ う。
都市化指標 との関連 兼業化の概念 そのものか らして,兼 業化 の進行が農外産業部門の地域労働
市場 の展開,と りわけ商工業雇用機会 の集中する大都市地域か らの影響 の強度 と密接な関係を もつ
はずだと推測す るのは 当然 の ことである。 そこで幾 つかの都 市化程度を示す指標 と兼業化進行パ タ
ー ンとの対応関係 をと りあげてみよ う(表7)
。人口密度が最低 で人口減少率が最 も著 る し いのは
1(AAAA)1型であり,以 下 おおむね兼業化 の進行 が早 くかつ著 るしいタイ プ ほ'E'人口の増加 と集
中が著 るし くな るとい う傾 向が見 られ るが,V(BBBB)型とIX(CCCC)i型とい う停 滞 タ イプは この
傾 向か ら外れて人 口密度 も相対的に低 くかつ人口も減少傾向を示す。IV(ABBC)型は都市化の程度
が最近やや著 る しくな った地域 に現 われ るのと対応 してい る。第1次 産業人口比 についても,お よ
そ兼業化の順序 と第1次 産 業人 口比 の 低下 とは ほ ぼ一致す るが,最 も第1次 人 口比の高いのは1
(AAAA)型よ りも丑(AABB)型で あり,こ の点 は1960,1970両年 とも変 らない。 この点で もV(B
BBB)型と]X(CCCC)型は この順序か ら外れている点 でやや 異質な性格を もつ点が あることを示 し
ている。65歳以上 の老人人口比(1970)はIV(ABBC),V(BBBB),VI(BBBC)の停滞型で高 く,
特 にIV(ABBC)は70年段階では最 も老人比 率が高い値を示すのが注 目 され る。DID人口比 では丑
表7兼 業化進行パターン別市町村の都市化関連指標平均値
T'T}
兼 業化 進 行
































































(AABB)型が最 も低 く,逆 に珊(BBCC),頂(BCCC)型が とびぬけて高 いとい う対照を示す。
このよ うに,北 海道 に偏 した1(AAAA)型 は別 として,皿(AABB),皿(ABBB)型はよ り農村
的であ り,W(BBCC),遁(BCCC)型が最 も都ili化した性格 をもつ とい う傾向は明 らかで あり,ま
たIV(ABBC)型が1970-75年の時期 に都iti化の影響を強 く受 けた地域の性格を反映す る こ と も,
比較的 明瞭に読み とれるが,V(BBBB)およびぴ(CCCC)型は都市化指標 と の 直接的比例関係 を
示 さない点でやや例外的である。 あるいは,そ れがV(BBBB),皿(CCCC)型には,都市的一農村的
とい う要因以外の要因が強 く規定 していることを示す ものであるか もしれ ない。いずれに しても,
都市化 関連の諸指標 と兼業化進行パ ター ンとは,少 な くとも一般 に予想 され るほど,一 義的,直 接
的な比例関係 をもっては いない ことに留意 してお く必要があろ う。
農業 の地域的専門化 との関係 農業粗生産の構成比 か ら見た農業の地域的専 門化の諸類型 と兼業
化 との対応関係 については,い くつかの点が注 目 さ れ る(表8)。 最 も兼業化の進んだ型が多 く現
われ るのは,畜 産 と複合作型であるが,畜 産 は最 も専業的 な1(AAAA)型 にももうひとつの極 を
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ど購入飼料依存の畜産 とは,同 じ畜産型の中でも,・異質なものである。 米作型は皿(ABBB)型,
とVI(BBBC)型に極があ り中程度過渡的の兼業化型を代表する。 野菜 は,予 想 に反 して,必 ず しも
兼業化進行度 と結びつかず,む しろ低位兼業化型 が多い。伝統作型は最 も停滞 的なタイプを代表す
るもの と見て よいが,野 菜型 とともに]X(CCCC)型にもも うひ とつの極 をも点に注 目 しな け れ ば
な らない。]X(CCCC)型は兼業化進行の最 も進んだ極 に位置す る性格 と同時 に,山 村 や 離 島など
におけるよ うに,都 市化 による新 しい兼業化ではな くて,最 初か ら辺境型の伝統的副業依存 の状態
のまま停滞 をつづけ,そ こか ら脱却で きないでいるとい う型 を も含んでい るものと見 なけれ ばな ら
ないで あろう。果樹産地 に必ず しも専業型が優位を占めず,V(BBBB)型とい う停滞型が多 いこと
が注 目され る。 これは 日本の果樹地帯 には,1960年代以降に急速 に拡大 された地域が多いため,農
業経営 と しての専門化がまだ充分 に確立 してお らず,零 細経営の比重が高 いことと関係 しているの
ではないか と思われ る。
以上の観察 か らわか るよ うに,特 定 の作 目部門に専 門化 した地域で も,必 ず しも専 業型が多 いわ
けではな く,作 目の地域的専門化が兼業化の進行 を解 決す るだけの力を充分にもち得 ていないこと
を表現 していると考 え ざるをえない。米 の場合のように経営の専門化=単 純化 や機械の普及 による
省 力化が,兼 業化を容易 にす るために行 なわれ ることさえ珍 しくないので ある。
農業生産性指標 との関係 については,三 つの点 に注意すべ きで あ ろ う(表9)。 一つは兼業化進
行度の高いほど,農 家生産規模 も小 さくなってお り,そ の格差は1960から1970年の問 にも拡大 して
い ること,第 二 に,土 地の生産性 にはパ ター ン間の格差 がほとんどな く,ま た変動 も小 さい こと,
そ して第三に労働の生産性 については,1960年には兼業化進行度 の高いほど低下す る傾向が明 らか
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であ る。 と くに後者は,W(BBCC),頂(BCCC)型のよ うに都市化地域 で兼業化,労 働 力減少 がと
もに はげ しく進 んでいなが ら,労 働の生産性 が上昇す る傾向を見せ る地域があることを示唆す る点
で注 目を要す る。
農業構造関連指標 との関係 農家戸数 および基幹農業従事者の減少 率 と兼業進行パ ター ンとの関
係をみ ると,こ の二つ の指標は全 く異 った傾向を示す(表10>。戸数減少 は大 き い が 労働力は比較
的減 り方が少 いという特異な形を示すのは1(AAAA)型のみで,他 は お お む ね兼業化の程度 と減
少率 は併行 して いる。 その中でIV(ABBC)型の労働力減少 の著 る しいのが 目立 つ くらいで あ る。戸
数減少が少ない割 に労働力減少が著 るしいのは皿(ABBB)型とIV(ABBC)型で あ り,一一一見兼業化進
行 が停滞的 に近 いように見えるが,労 働力減少 とい う形 で内部崩壊が始 まっていることを示 してい
る。 兼業化の著 る しく進んでい る孤(BBCC),W(BCCC),1X(CCCC)の3型は 戸数 も労働力 も共
に減少が著 るしい。戸 数減少率が総平均を大 き く上廻 るのは1(AAAA)と]X(CCCC)型のみである
が,労 働力減少率 ではIV(ABBC),VI(BBBC),W(BBCC),珊(BCCC),Dk(CCCC)型の いずれも
減少 がはげ しい ことがわかる。つま り労働力減少率 は兼業化 の進行 と最 もよ く照応する要素 の一つ
であ ることが示 され る。 このことは基 幹農業従事者 中の女性比について も,あ る程度 あてはま る。
単位 農地面積当 りの労働 力密度を見 ると,1960年には兼業化程度 の高いほど労働力密度 も高い傾向
があ り,こ れは平均農家規模 と反比例 していた。 ところが1975年になると,は げ しい労働力減少 の
ためほ ぼ1ha当り1人 前後 とい うレベル に均等化 し,兼業化進行パター ン間の相違があまり見 られ
な くな った。総平均 を上廻 るのは停滞的な五(AABB),皿(ABBB),V(BBBB)型の みで ある。平均
経営規模 では,北 海道 のシェアの大 きい1(AAAA)型はもちろん,兼 業化進行 度が高 い ほ ど規模
が小 さ くなるとい う比例関係 にある。1型 はもちろん皿(AABB),皿(ABBB),V(BBBB),皿(CC
表10兼 業化進行パター ン別市町村の農業構造変化関連指標の平均値
　 　



















































農業 センサ ス市町村別データより算 出.
注意事項 は(表7)に 同 じ.
董轍i農 家竺 規模i















CC)型で も1975年までにわずかなが ら規模拡大が見 られ るのに対 して,近 畿東海地方 に多 いW・vr
型ではかえ って縮小を示 してい る。農家の経営規模 については,も ともと東北 日本 と西南 日本 との
間にかなり大 きな格差が存在 しているけれども,こ うした複雑 な動 きは,様 々な社会経済的要因が
複合 して,農 業構造の地帯構成変化の上に作用 しつつあることを示す ものと言え るで あろう。
地域的特徴(折 込付図1お よび皿参照)以 上 に見てきた考察 を踏 まえて,以 下,地 域 ごとの兼
業化の特徴点 につ いて説明 しよう。
1)北 海道:こ こでは圧倒的に1(AAAA)型が支配的 で あ り,他 は西部 日本海沿岸 と西 南部 の
半島の漁村 の一部 にD【(CCCC)型とV(BBBB)型が集中 している にす ぎ な い。北海道 が日本の中で
も唯一の専業的性 格の強 く維持 されている地域 と しての地位を保 ってい るのは,兼 業 のための地方
的農外労働市場の狭隣性や,内 地 と違 って農民家族の流動性が例外的 に高いため,農 家戸数そのも
のの減少速度が極 めて高い こと,一 方,島 の中央帯 の米作,中 ・東部の馬鈴薯,豆,甜 菜等特用作
物,東 部,北 部の畜産 など,商 業的農業(時 には,投 機的性格の強い場合 も含 む)が 早 くか ら発達
し,農 業の地域専門化 が進んでいること,,による点が大 きい。つ まりはげ しい市場競争を通 じて,
失敗 した小農民はあ っさ り他 の開拓地へ移動 した り,ま た離農 して札幌 などの都市 に移動 して しま
う傾 向が強 く,そ の結果 農村に居残 るのは比較的規模 の大 きい専業農家 が多 くな るのである。 日本
の中では珍 らし く農民階 層の社会的分解が極端 に進んだ地域 であると言 えよ う。 このように北海道
は日本農業の中のひとつの例外的な性格 を もった地域で あることは確かであるが,他 の地域 と比較
す ることによって,日 本農業の もつ問題点 を写 し出す鏡 と しての価値をもつ ことも見落 してはな ら
ないであろ う。
2)東 北:主 要な農 業地域で ある沖積平野や山間盆地 では皿(AABB)型,皿(ABBB)型が 集 中 し
てお り,そ の周辺や山地 ではV(BBBB)型が支配 的で ある。 いずれ も比較的第1種 兼 業の多い停滞
的 タイプに属す る。兼 業化の進 んだW・ 珊 ・D【(BBCC,BCCC,CCCC)型は北部 の半島先端部 や北東
部 の避遠の沿岸漁村 のみに偏 よっている。 農業 タイプは一部 に果樹地域 もあるが,大 部分 は米作 の
比重が大 き く,1970年代 のはじめまで水 田の拡張が続いていた。 山間部で は複 合型が多 い。東北地
方 は一般 に工業化が遅れていて,通 勤可能 の労働市場が少いため,東 京周辺地域への 出稼 ぎ労働力
の供給源 と して知 られて きた。 兼業就業機会 としての地方労働市場の中で も建設 丁事や林業 など季
節的肉体労働の比重が大 きいため,第2種 兼業(農 従 ・兼業主)農 家 として生活 を安定 させ るのは
困難な状況 にある。他方,北 海道 と違 って、農民家族 の流動性 は小さ く,郷 里の村落共同体 との結
びっ きが強いため,農 家戸数の減少率 も全国のヰで最 も低い。.このように東北地方 は日本 の中で最
も停滞的な型を代表す る地域と言 ってよいだ ろう。
3)関 東 と東山:東 京 メ トロポ リタンエ リアを含む地域であ るにもかかわ らず,す で に上述 した
ように,関 東 におけ る兼業化の進行は遅 い。最 も支配的なのは丑(AABB),皿(ABBB)型であるが,
農業タイプ として は,各 種作物 の混在する複合型 が多 く,特 殊作物 への専 門化傾向は東京近郊 の野
菜以外 はやや弱い。関東 の北西部か ら東 山地域にかけては,日 本で も最 も養蚕 に特化 した地域 であ
り,ま た東山地域 には果樹 に専門化 した盆地 も幾 つか あるが,兼 業進行型 と しては皿 ・V(ABBB・
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BBBB)型を示す ところが多い。東京に近接 した地域 には野菜 に専門化 した ブロックが見 られるが,
ここでも皿又はV型 が多 く・,その外縁 部にW(ABBC)型が点在 する。 このよ うに関東地 方は,兼 業
化が停滞的 とい う点で,東 北地方 との共通性 が強 く,む しろ,ll(AABB)型が東北 よ・りも多 く集っ
てい る点では,東 北 よりもかえ って兼業化の進行が遅 いとさえ言え る くらいである。 これは多種小
規模の複合的農業 部門の存続が,か えって兼 業化の進行 を中間的な程度 に押 しとどめ る役割を果 し
てい るものと推測 され る。関東の西南部 には,比 較的兼業化 の 進 ん だ 珊(BBCC)型,遁(BCCC)型
を示す地域が見 られ るが,こ こは古 くか ら伝統的絹織物 業が農家副業 と して行 なわれて きた地域で
あり,や は り関東の中間的兼業化地域 と しての性格の例外 をなす ものとは言えない。 東山地域 の山
間部にはVI,W,竃型(BBBC,BBCC,BCCC)が多 く,東 海地方へ の漸移地帯を形成す る。
4)北 陸 と東海:il本海沿岸 に東西 に伸び る北陸 の 巾 で,東 半部 は東北型同様 皿,V(ABBB,
BBBB)型が多 く,西半 部は近畿型 同様 にW,理(BBCC,BCCC)型が多 くな る。 農業 のタイプ として
は,圧 倒的 に水稲 単作が支配的であるが,西 半部では伝統的な織物兼業 と の組 合 せ が 支配的 であ
る。一方,太 平洋沿岸 の東海地方 では,工 業化都市化の進行 も著 る しいが,同時 に ミカ ン,茶,花卉,
野 菜など商業 的農業への専門化地域があ り,そ れ らの専門化地域にはL皿,]n(AAAA,AABB,
ABBB)型がパ ッチ状 に見 られ るが,lil間部の大部分 はW,W(BBCC,BCCC)型が支配 的である点
で,東 北地方の山間部 とは全 く異 ってい る。 また.近 畿地方 との境界地帯 にIV(ABBC)型の集団が
現 われる点 にも注 目す る必要があろ う。 このように,兼 業化動 向の点 において も,北 陸 と東海の両
地方 は,東 日本 と西 日本 の間の回廊的 な性格 をもつ地域 と見 ることが できるであろ う。
5)近 畿:す でに上述 したように,こ こでは大阪を中心 とす る同心円的構造が,兼 業化 の進行に
関 して も,あ る程度見 出され る。すなわ ち,大 観的に見た場合,大 阪の都 心部に最 も近接 した地域
お よび平坦 で最 も都ili化の進んだ地域 には唖(BCCC)型が集中 してお り,そ の外周部には順次 にW
VI,IV(BBCC,BBBC,ABBC)型が立地す るとい う配置が これである。 しか し同時 に,都 心 か ら40
～50kmの圏内に点在的ではあるが[ ,皿(AABB,ABBB)型の地域が現われている点 を見落すわけ
にはゆかない。 これ らはいずれ も近郊的畜産や野菜 園芸,果 樹など、極めて集約的な農業地帯であ
る。例えば,大 阪湾を隔て た淡路 島の酪農 と野菜園芸,紀 伊半 島西岸 に沿 った ミカ ン地帯 などが こ
れである。 しか し,こ れ ら近郊 地域の農業は,極 端 に集約的であるが,経 営規模 は零細 なものが多
い。 したが って,都 市化の影響 がよ り一層深化 して くると,ガ ラス温室園芸や もっぱ ら購入飼料の
みに頼 る多頭養豚,多 数羽養鶏 のよ うな,少 数の工場 のような農企業のみが生 き残 り,他 の大多数
の小農民は第2種 兼業 に転落せ ざるを得ない状 況とな る。 集約農業に専門化 した地域の中で,と く
に大阪 に近い地域で,珊(BCCC)型やor(CCCC)型を示すのが多いのは,こ の よ うな状況を反映す
るもの と思われ る。紀伊 半島南部の急 峻な山岳地帯 は有・名な林業地帯 であり,太 平洋岸 の村 々は沿
岸 漁業 に専門化 してい る。 この地帯 にIX(CCCC)型が集中 しているのは,こ のよ うに林業,漁 業へ
の専門化 に関係 しているのであって,都 市近郊 のび(CCCC)型とは性格 を異 にす る点 に注意 しなけ
ればならない。
6)中 国と四国:瀬 戸内海沿岸地帯 には,1型 か ら】X型までのあ らゆ るタイプが混在す る点 に特
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徴がある。 ここで は,近 畿に くらべてll,皿,IV(AABB,ABBB,ABBC)型がよ り多 く残存 してい
るが,こ れは早 くか ら発展 していたブ ドウ,モ モ,ミ カンなどの果樹や各種の野菜畜産な どの商業
的農業が,水 稲 プラスアル ファの形でなお強固に生 き続けてい ることの反映で あろ う。 また この地
域 に多い多様な在来工業が早 くか ら農家 の兼業機会を与えて きた点を考 えれ ば,と くに内海の北岸
に沿 った山陽地帯 にW,vr(BBCC,BCCC)型を示す地域が著 る しく多 いのは,必 ず しも近年におけ
る工業化の影響 ばか りとは言えないであろう。一方,こ の地域 のlh間部にはV,W(BBBB,BBBC)
型が多 く分布 している点 で,東 北 日本の山村 よりも兼業化の程度 がやや高いことが 示唆 さ れ て い
る。なお,内 海と南四国の一 部に現われる1(AAAA)型地域は,そ れぞれ有名な ミカ ン産地,野 菜
産地で,そ こでは,農 家 の規模 は小 さいが,村 ぐるみの集団的栽培 と,農 協 による計 画的出荷組織
の力によって,大 市場 か ら遠 く離れて立地す るとい う不利を克服 してい る。
7)九 州:全 般的に ここでは丑,皿(AABB,ABBB)型が支配 的 で あ り,兼 業化 の程度は低水準
にある。兼業化が比 較的高いのは,北 九州の旧炭 田地域 および漁業 に専門化 した一部 の沿岸,離 島
くらいにすぎない。九州の中央部に1(AAAA)型が多いのは ミカ ン栽培 の発展に 関係 す る も のと
思われ,ま た南九州の一部で も協同的な野菜や養豚の集団産地 が1(AAAA)型を 示 して い る。 こ
のように一般的 に兼業化 レベルが低 いのは,大 都市中心か ら遠 く,農 業以外の地方的労働 市場 が小
さいことによるが,九 州では東北 と異 って,農 民 の流動性が比較 的大 き く,と りわけ南九州では農
家数,農 業労働力ともに減少率 が大 きい。 そして残存す る農家 も老 人のみが居残 っているとい うケ
ースが多 く,し か もこれ らの老人農家は,家 族 内に兼業に従事する者が誰 もいないとい う消極的理
由によって,統 計上専業農家に含 まれ るので,こ の場合,兼 業化の低 さが必ず しも積極的な農業 の
発展を意味 しない ことに注意 する必要 がある。
5.パ ター ン指標 の利 用価 値 と限 界 に つ い て
一 一ひとつの総括 として一一
農家兼業化進行パ ター ンとい うキー指標 を利用す ることによって,以 上のよ うに,日 本 におけ る
農業構造 の変化が,ど の時期に どの地域 で進行 しつつ あるのかについて,少 な くともそれの もつ特
徴的な点 について,あ る程度明 らかにす ることができた。 これ と都市化,農 業の専門化お よび農 業
構造の変化等の諸指標 との関係につ いて吟味を試みた結果では,地 域的視点を導入 しない限 り.パ
ター ン指標 とこれ らの諸指標 との間 には必 らず しも直接的な関係が認め難い ことが 明 らか と な っ
た。 しか し,個 別的には密接な関連 を示すパ ター ンも少なか らず認め られ,農 業構造 の変動方 向を
探 る上で,多 くの示唆が提供 された ことも確かである。 これ らの農家 の兼 業化 に影響力を もつ と思
われる諸指標 と兼業化進行パ ター ンとの関係を,農 業構造の上で共通 の性格 をもつ大地域 ごとに別
けて分析すれ ば,よ り一層適確な判 断材料 を獲得 し得 る可能性が強い。逆に言えば,こ れ ら諸指 標
間の相関関係の複合 した構造の分析 を通 じて,農 業構 造の地域的分化を,よ り適切 に把握す ること
ができるはずである。 しか しそのためには,パ ター ン指標の空間的分布 を 示 す 地図的表現 の 内容
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を,よ り一 層詳細に観察 し,地 図の背 後に内包 されている諸特徴についてよ り深 く読み取 りを進め
て,あ る種の理 論的認識にまで到達す ることを 目標に検討 を重ね る必要 があるだろう。
ここで,兼 業化進行パター ンの利用価値 とその限界 について,ひ とつの総括 的検討を してお くこ
とに しよ う。
1型か ら巫型 に到 る9個 のパ ター ン区分は,当 初の目標に照 らして,一 応充分 に有効性を もつ も
の と認 め られた。個別パ ター ンごとに特徴 と欠点をあげてみ ると,ま ず1(AAAA)型に関 しては,
その2/3が北 海道 に占め られているため,北 海道以外の1型 地域の特徴が正 しく把握 され 難 い の
で,北 海道 とそれ以外 とを区別 して分析す る必要があることを指摘 しておかねばな らない。 それは
ともか く,1型 地域は明 らかに特定作 目に専門化 した農業地域に属 しているが、北海道 と九州以外
ではあま りに もケース数が少ないのが難点で ある。E(AABB),]肛(ABBB)型は専 門化農業地域 と
やや停滞 的な中間的分解型地域の両者を含 んでい る点 は共通であるが,農 外か ら影響 の及んだ時期
が遅 いか早いかの順序 によってII,皿型 が区分 され る。V(BBBB)型の地域は,一 般 に停滞的 と
い う点では共通 だが,そ の中に都市近郊 か ら山村 にいたる多様 な性格 の地域を混在 させてお り,二
次的な副区分 を必要 とす る。 これに対 して皿(ABBC),VI(BBBC)型は最近 にい た って 停滞型 か ら
動態型へ と動 きは じめた地域 を表現 してお りと くにW型 は,前 述 したよ うに,大 都 市中心か らの影
響の及ぶ外周部 に円周状 に立地 してい る点 に特徴が あり,こ れはこのキー指標に よって検 出された
興味あ る事実の ひとつである。W(BBCC),W(BCCC)型に到 って よ うや く都市近郊的 タイプが濃
厚 とな り,兼 業化 による農村社会 の分解 が強烈に進行 して いる地域が これ ら両パ ター ンによって示
され る。 またその進行開始 期の順序 の差がW,百 型の区別によって表現 される点 にも注意 してお く
必 要があろ う。最 後にD【(CCCC)型は,す でに説明 したように,主 と して離島,山 村 な どの避地を
代表す るが,一一部 に大都市近接地域における早期農村崩壊地域 をも含 んでい るので,言 わば地域的
分化の両極を同時 に表現す ることにな り,両 者の特徴が中和 されて しまう難点がある。 この型につ
いて も副 区分 を した上での分析 が必要 とされ る。
全体 と して,『この兼業化進行パ ター ンとい う指 標のもつメ リッ トは,と りわけ地図的表現 を使 う
ことによって威 力が発揮 され,中 心地か ら外周部へ農業構造変化の波が 拡散 して行 く過程 を段階
的,空 間的に追跡す ることが可能 となるとい う点,な らびに,▲ 国的視野か ら見た農業構造変化の
地域分化 について大局的把握を可能 にす るとい う点 に存在す ると言え るで あろ う。 しか し同時に,
この指標はなお本質的な欠陥を もってい ることを も忘れてはな らない。 と くに,第1種,第2種 と
い う兼業区分 には,安 定 した職業 と不安定 な臨時労働の両者が混在 して いる点,専 業農家の中に農
業 に対 して最 も消極的な老人農家 を含んでいる点 など,専 業,兼 業の概念上のアイマイさが含まれ
てい る点 を充分考慮 に入れ る必要があ る。 したがって,こ のよ うな欠陥を カバーするための改善 を
図 ることが先決問題 であり,欠 陥を含 むデー タの ままで直接 に多変量解析のような統計分析を行 な
った場合 には,誤 った判断に導かれ るおそれが多分 にあることを注意せねばならない。
最 後に,今 後 に残 された課題 と しては,ま ずこの指標の含 む異質要素をあ らか じめ仕分 けするた
めの フレームワーグを準備すること,そ してその上で,典 型的な地域を選び,社 会構造や農業生産
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構造の構成要素 を変数 として導入 して相関分 析を進 め,で きる限 り欠陥の少 ないデー タに基づ く多
変 量解析 によって,農 業構造の変動過程のメカニズムについての究明を目指す ことがあげ られ る。
その際,各 地 における農村のフィール ドサーベイの成果 との間の知識 と経験の交 流が重 要であり・
また海外諸国における諸研究 との比較研究 も望 ましい ことは言 うまで もない。(1979・11・9)
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大貫俊:地 域開発政策の展開 と農業地域の変貌,鴨 沢巌編:『現代世界の地域政策の展開』,科研費報告書,
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(注)主要作目型の分類は1970年農業粗生産額市町村別統計資料により,
それぞれの構成比が(平均十標準偏差)を超 えるものによって区分
し,どれにも該当 しないものを複合型とした。
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